
荻野道雄先生の履歴と業績

昭和12年1月7日生

学歴

昭和31年4月

昭和35年3月

昭和35年3月

平成19年4月

職歴

昭和35年4月～昭和37年3月

昭和37年4月～昭和49年6月

昭和49年7月～昭和58年3月

昭和58年4月～昭和58年8月

昭和58年9月～昭和60年5月

昭和60年6月～昭和62年3月

昭和60年6月～昭和62年3月

昭和62年3月

昭和62年4月～平成19年3月

平成1年4月～平成2年9月

平成2年10月～平成3年3月

平成3年4月～平成6年3月

平成6年4月～平成8年3月

平成7年4月～平成10年3月

平成10年4月～平成12年3月

平成13年4月～平成17年3月

平成15年4月～平成18年3月

学会及び社会における活動等

昭和62年4月

昭和63年4月

平成8年4月

平成元年4月

平成9年6月～平成12年6月
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中央大学法学部入学

中央大学法学部卒業

中央大学法学部〔法学士〕

亜細亜大学経済学部名誉教授

経済企画庁戦後経済史編さん室勤務

縫済企画庁調査局内国調査課勤務

もt涌企曲n-flft^rtw度fru等_已 It

経済企画庁調査局内国調査課課長補佐

経済企画庁物価局物価調査課課長補佐

経済企画庁経済研究所国民所得部

経済企画庁国民経済計算調査室長

擬済企画庁退官

亜細亜大学経済学部教授

鹿済学部教務主任補佐

糠漬学部教務主任

経済学部学生委員

経済学部就職委員

経済学研究科委員長

経済学部入試委貞

経済学研究科大学院委員

縫済社会研究所所長

東気循環学会

H本経済政策学会

環境経済・政策学会

日本経済政策学会理事

亜細亜学園評議員



経済学紀要　第32巻　第1/2号

受車

平成19年11月

著魯…学術論文等の名称

[著者]

1.T日本経済展望j

2. The ContemporaryJapanese Economy

3. 『EI本経済と種済活動j (平成6年版)

[学術論文(紀要)]

1. 「近年におけるわが国の在庫循環」

2. 「構造変化と企業経営」

3. 「高齢化社会と労働市場」

4.「濠近の日本経済と中小企業」

5.「最近の個人消費」

6.「日本におけるバブルの発生と崩壊」

瑞宝双光車叙勲

発行日

共　昭和55年4月1日

共　昭和60年4月1El

単　平成6年3月1日

単　平成元年11月1日

単　平成3年11月1日

単　平成7年4月1日

単　平成8年7月1日

単　平成10年12月1日

共　平成11年12月1日

書名、雑誌名、出版社名等

日本評論社

マクミラン社

丁金融経済基礎コースj地方銀行協会

『経済学紀要」第14巻第3号

『経済学紀要』第16巻第2 ・ 3合併号

r経済学紀要』第19巻第2号

r経済学紀要j第20巻第2 ・ 3合併号

r経済学紀要j第23巻第1号

r経済学紀要j第24巻第1号

[学術論文(その他)]

1 … 「中小金融機関と金融市場」

2. 「資金配分のメカニズムの検討」

3… 「銀行と企業の結びつき」

4. 「物価上昇下の企業経営」

5. 「膚要構造の変化と中小企業」

6.「インフレ下の中小企業」

7.「軌道修正する日本経済と中小企業」

8. 「減速経済と企業経営」

9. 「減速経済過程のEl本経済と中小企業」

10. 「不況抵抗力の低下とその間麓点」

ll. 「日本経済の現状と産業構造の特質」

12. 「模索する企業行動」

13. 「低成長下の企業行動」

14. 「証券市場の役割と現状」

15. 「構造変化への試練と適応」
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単　昭和39年3月1日

共　昭和39年7月1日

単　昭和44年4月1日

共　昭和45年8月1日

単　昭和47年4月1日

単　昭和48年4月1日

単　昭和49年4月1日

単　昭和49年8月1日

単　昭和50年4月1日

単　昭和51年4月1日

単　昭和51年4月1日

単　昭和51年6月1日

単　昭和52年4月1日

単　昭和53年4月1日

単　昭和53年4月1日

F経済月報j経済企画庁

r経済月報j経済企画庁

『経済月報j経済企画庁

r経済月報j経済企画庁

r研修テキストj地方銀行協会

F研修テキストj地方銀行協会

r研修テキストj地方銀行協会

r経済月報」経済企画庁

r研修テキスト』地方銀行協会

[ESP,』経済企画庁

『研修テキストj地方銀行協会

『経済評論」日本評論社

F研修テキストj地方銀行協会

金森久雄…香西泰福相本経済読本j

東洋経済新報社

r研修テキストl地方銀行協会



Ea荻野道雄先生の履歴と業捺

16. 「匝ト復する企業の稼動率」

17. 「昭和40年代以降の日本経済」

18. 「経済記事と経済学の間」

19. 「戦後の工業統計表」 (解説編)

における産業動向分析

単　昭和54年3月1日

単　昭和56年4月1日

単　昭和56年5月1日

単　昭和57年4月1r]

20…「(1)住宅投資、消費支出に循環はあるか」単　昭和59年4月1日

21. 「(2)景気変動と産業活動企業経営」

22. 「(3)景気循環と雇用貸金」

23. 「(4)石油危機と景気循環」

24. 「「】本経済と軽漸舌動」

25. 「E]本経済と軽図百動(改訂版)」

26. 「日本経済と経済活動」

27. 「 []本経済と海外直接投資」

[その他]

1.「ロンドン・パリ・東京」

単　昭和59年4月1日

単　昭和59年4月1日

単　昭和59年4月1日

単　昭和63年4月1日

単　平成4年3月1日

単　平成12年5日目]

単　平成15年3月1日

rEl本軽済新聞j 「経済教室」

r研修テキストj地方銀行協会

F経済セミナーj　日本評論社

通産統計協会

ftfr tt

教育社

教育社

教育社

r金融経済基礎コース』地方銀行協会

r金融経済基礎コース』地方銀行協会

r金融経済基礎コースj地方銀行協会

『アジア研究所シT)-ズNo.44』

アジア経済研究所

単　平成9年9月i E3　r経済学紀要』第21巻第21 3合併号


